
令和７年度全国学力・学習状況調査の結果について

令和７年度第1５回庁議(令和７年１０月2１日) ／ 報告事案 【教育委員会事務局】

調査内容

☞ 全国的な児童・生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その改善を図るとともに、学校における
児童・生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役立てる。

（１）実施主体 文部科学省
（２）調査目的

義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、全国的な児童・生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の
成果と課題を検証し、その改善を図るとともに、学校における児童・生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役立てる。
さらに、そのような取組を通じて、教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立する。

（３）実施日 令和７年４月１７日（木）（小学校：国語、算数、理科、質問調査 中学校：国語、数学)
令和７年４月１４日（月）～４月１７日（木）（中学校：理科、質問調査）
令和７年４月 １日（火）～４月１７日（木）（学校に対する質問調査）

（４）対象学年及び調査内容

（５）令和７年度全国学力・学習状況調査の教科別平均正答率（％）と平均IRTスコア、今後の取組について（別紙のとおり）
（６）調査結果の通知

各学校は２学期末までに個人票を紙媒体で家庭に配布する。
（７）調査結果の活用

各学校は、自校の傾向や到達状況を把握し、学力・体力向上プランに反映するとともに、授業改善に生かす。また、児童・生徒に
対する個別指導の充実に向け、活用を図る。

対象学年 小学校第６学年 中学校第３学年

調査内容
教科に関する
調査

国語、算数、理科 国語、数学 理科

PBT（冊子を用いた筆記方式）で実施 CBT（学習用タブレットを用
いたオンライン方式）で実施

質問紙調査 学習意欲、学習方法、学習環境、生活の諸側面等に関する内容をCBTで実施

資 料 ３

令和７年度全国学力・学習状況調査の結果について
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 別 紙  

 
 

令和７年度全国学力・学習状況調査の結果について 

 

 

１ 調査の概要 

（１）実施主体 文部科学省 

 

（２）調査目的 

義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、全国的な児童・生徒の学力や

学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その改善を図るとともに、

学校における児童・生徒への学習指導の充実や学習状況の改善等に役立てる。さらに、

そのような取組を通じて、教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立する。 

 

（３）調査実施日 

ア 教科に関する調査：小学校 令和７年４月１７日（木）            

中学校（国語、数学）令和７年４月１７日（木）          

中学校（理科）令和７年４月１４日（月）～４月１７日（木） 

 イ 質問調査：小学校 令和７年４月１７日（木） 

         中学校 令和７年４月１４日（月）～４月１７日（木） 

  ウ 学校に対する質問調査：令和７年４月１日（火）～４月１７日（木） 

 

（４）対象学年及び調査内容 

対象学年 小学校第６学年 中学校第３学年 

調査内容 

教科に関する 

調査 

国語、算数、理科 国語、数学 理科 

PBT（冊子を用いた筆記方式）で実施 

CBT（学習用 

タブレットを用

いたオンライン

方式）で実施 

質問調査  
  学習意欲、学習方法、学習環境、生活の諸側面等に関する内容を 

CBT で実施 

※学校質問調査 

学校における指導方法に関する取組や学校における人的・物的な教育条件の

整備の状況等に関する内容をオンラインによる回答方式で実施 

 

（５）調査結果の通知 

各学校は２学期末までに個人票を紙媒体で家庭に配布する。 

 

（６）調査結果の活用 

各学校は、自校の傾向や到達状況を把握し、学力・体力向上プランに反映するととも

に、授業改善に生かす。また、児童・生徒に対する個別指導の充実に向け、活用を図る。 
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２ 教科別平均正答率（％）、平均 IRT スコア 

（１）小学校                                   

区分 国語（％） 算数（％） 理科（％） 

中央区 ７６（７８） ７３（７７） ６５ 

東京都（公立） ７０（７０） ６４（６８） ６０ 

全国（公立） ６６．８（６７．７） ５８．０（６３．４） ５７．１ 

※（  ）内は令和６年度の数値である。 

※中央区、東京都の数値については、小数第１位を四捨五入したものである。 

 

 

（２）中学校                                  

区分 国語（％） 数学（％） 理科（IRT スコア） 

中央区 ５７（６２） ５３（５７） ４９９ 

東京都（公立） ５７（６１） ５３（５７） ５０６ 

全国（公立） ５４．３（５８．１） ４８．３（５２．５） ５０３ 

※（  ）内は令和６年度の数値である。 

※中央区、東京都の平均正答率の数値については、小数第１位を四捨五入したものである。 

※IRT（Item Response Theory：項目反応理論） 

 児童・生徒の正答・誤答が、問題の特性（難易度、測定精度）によるのか、児童・生徒

の学力によるのかを区別して分析し、児童・生徒の学力スコアを推定する統計理論である。 

  IRT スコアとは、IRT に基づいて各設問の正誤パターンの状況から学力を推定し、５００

を基準で表すものである。 
 
 

３ 今後の取組 

（１）教育委員会の取組 

   ・本区における児童・生徒の学力の定着状況を調査結果から分析し、学校へ情報提供

する。 

   ・副校長や教務主任等、その職層に応じて実施している連絡会等において授業力向上

の取組等について検討し、学校全体の授業改善につなげる。 

 

（２）学校における調査結果の活用 

   ・各教科の調査結果から領域・観点別の課題を把握し、教育委員会の分析を参考にし

ながら、授業改善のポイントを明確にさせる。 

   ・令和７年４月に作成した学力・体力向上プランを、調査結果に基づいて修正し、全

校で組織的に、プランに基づいた学力・体力向上の取組を推進させる。 

  

（３）児童・生徒及び家庭における調査結果の活用 

   ・調査結果に基づく個人票を配布することにより、一人一人の課題を明らかにして児

童・生徒の学習の取組を充実させる。 

   ・個人票を学校と家庭が共有することにより、双方が連携して個に応じた学力向上の

取組を推進させる。 

 


